
２．金融商品の時価等に関する事項
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。
なお、現金は注記を省略しており、預金、未収金、未払金及び設備関係未払金は短期間で決済さ
れるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

［単位：円］

貸借対照表計上額 時 価 差 額

 投資有価証券 545267185 536661810  8605375
満期保有目的債券 545267185 536661810  8605375

 敷金・保証金 60209712 58587479  1622233
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２．機会費用の計上方法
 国又は地方公共団体の財産の無償又は減額された使用料による賃貸取引から生ずる機会費用の
計算方法
１）無償貸付を受けている地方公共団体公有財産は、近隣の地代や賃貸料を参考に計算しており
ます。
２）国から無償貸与を受けている研究用機器等の物品は、減価償却を行ったとして得られた当事
業年度減価償却費相当額を計上しております。

 政府出資又は地方公共団体出資等から生ずる機会費用の計算に使用した利率
10年利率国債の令和８年３月末日利回りを参考に2345％で計算しております。

 国又は他の独立行政法人との人事交流による出向職員から生ずる機会費用の計算方法
当該職員が国又は他の独立行政法人に復帰後退職する際に支払われる退職金のうち、独立行政
法人での勤務期間に対応する部分について、退職規程に定める退職給付支給基準等を参考に計算
しております。

［キャッシュ・フロー計算書関係］
１．資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

現金及び預金勘定 4300083677

       

円
資金期末残高 4300083677

       

円

２．重要な非資金取引
 寄附による資産の取得 14015760円
 固定資産の除却 22792575円
 重要な資産除去債務の計上 14537422円
［退職給付関係］
１．採用している退職給付制度の概要
当法人は、職員の退職給付に充てるため、非積立型の退職一時金制度及び国家公務員共済組合の
退職等年金給付制度を採用しております。
非積立型の退職一時金制度では、給与と勤務期間に基づいた一時金を支給しており、簡便法によ
り退職給付引当金及び退職給付費用を計算しております。
２．確定給付制度
 簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

期首における退職給付引当金 7462335757円
退職給付費用 650770078円
退職給付の支払額 307637513

       

円
期末における退職給付引当金 7805468322

       

円

 簡便法で計算した退職給付費用 650770078円
［重要な債務負担行為］
船舶建造費補助金により下記案件の契約を締結しております。
蒼鷹丸代船建造
令和５年度契約金額 9552747617円
次期以降支払額 2407790000円

［重要な後発事象］
該当する事項はありません。

［金融商品の時価等に関する注記］
１．金融商品の状況に関する事項
資金運用については短期的な預金及び公社債等に限定しております。
また、投資有価証券は、独立行政法人通則法第47条の規定等に基づき、公債のみを保有しており
株式等は保有しておりません。

（注１）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、
以下の三つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格によ

り算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプット

を用いて算定した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイ
ンプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベル
に時価を分類しております。

 投資有価証券
公債は相場価格を用いて評価しております。これらは活発な市場で取引されているため、その
時価をレベル１の時価に分類しております。
 敷金・保証金
敷金・保証金の時価は、将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に基づく利率を
用いて割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

［資産除去債務に係る注記］
１．資産除去債務の内容についての簡潔な説明
当機構は、平成13年４月１日及び平成15年10月１日に国から現物出資、平成28年４月１日に統合
により承継を受けた庁舎等について、当該施設の廃棄にあたり石綿障害予防規則によりアスベスト
を、土壌汚染対策法により土壌汚染を除去する義務について、また、令和２年９月１日及び令和５
年８月１日に本部事務所オフィス退去時の原状回復費用について資産除去債務を計上しておりま
す。
２．支出発生までの見込期間、適用した割引率等の前提条件
資産除去債務の見積りにあたり、使用見込期間は耐用年数又は見込まれる入居期間、割引率は国
債金利を採用しております。
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